
北海道ブロックにおける重点目標

• 生活関連サービスが持続的に確保される人口の確保に向けた
都市機能等の誘導・集積

• 地域経済の好循環の形成と「域外から稼ぐ」力の向上
• 生産空間と都市等を結ぶ交通ネットワークの整備
• 点検・診断等の着実かつ効率的な実施
• 人口減少時代に対応したインフラストックマネジメント体系

へのバージョンアップ
• インフラ再構築の取組を継続的に後押しする仕組みの構築
• あらゆる地域で、誰もが安心して暮らせるバリアフリー等の

推進
• 誰もが安全・安心に移動し、生活できる環境の形成
• 生産空間と地域資源を活かした魅力ある地域づくり
• 地域の人々が集まりつながりが生まれる公共空間の創出

• 運輸、家庭・業務部門の脱炭素化を支える基盤整備
• インフラ空間を活用した再生可能エネルギーの拡大とライフサイ

クル全体での脱炭素化の推進
• 流域治水におけるグリーンインフラの活用促進
• 都市・地域における水辺・緑地や良好な生態系の保全・再生・活

用等
• グリーンインフラの活用促進に向けた官民の意識の醸成
• 建設リサイクルの高度化と下水道資源の最大限の有効活用
• 港湾を核とする広域的な資源循環ネットワークの強化

重点目標１:
活力ある持続可能な地域社会の形成

重点目標２:
強靱な国土が支える持続的で力強い経済社会

• 生産性向上を支える強靱で効率的な人流・物流インフラの整備
• 経済安全保障に資する企業立地に向けた基盤整備とインフラの

セキュリティ強化
• 民間資金を活用した都市の国際競争力を高める基盤の整備
• インフラ産業の成⾧力を強化し、新技術を活用して経済社会活

動を変革するサービスを導入
• 激甚化・頻発化し、切迫する災害に対応した「事前防災」 の

加速化・深化
• 被災後の迅速な復旧・復興も見据え、あらゆる関係者の総力を

結集した平時からの防災体制の強化
• 新技術等を活用した災害対策の効率・効果の最大化

重点目標３:
インフラ分野が先導するグリーン社会の実現

重点目標４:
戦略的･計画的な社会資本整備を支える基盤の強化
• 広域・複数・多分野の施設を一体として捉えた戦略的なインフ

ラ管理の主流化
• 複数の地方公共団体、官民等の連携・協働体制の構築促進
• インフラの効率的管理に資する新技術・情報基盤の整備・活用
• インフラを支える建設業や運輸業等の担い手の確保、処遇改善、

働き方改革等
• データ連携やAI等を活用した賢く(Smart)、安全で(Safe)、持

続可能な(Sustainable)インフラの管理・運用
• インフラ・都市・地域のオープンデータ空間の構築による管

理・運用の高度化と産学官連携による研究開発やスタートアッ
プ支援を通じたインフラ関連新産業の創出

資料４
（取扱厳重注意）



北海道ブロックにおける社会情勢の変化

人口減少、急速な少子高齢化がもたらす地域の危機
・全国に先んじて進行する北海道の人口減少・高齢化
・生産年齢人口の減少
・生産空間維持・発展のための都市機能・生活機能の維持

加速化するインフラ老朽化と改めて問い直される安全性
・加速化するインフラ老朽化対策と安全・安心な社会基盤の形成
・積雪寒冷地特有の気象や構造物特性を踏まえた対策
・予防保全型のインフラメンテナンスへの本格転換

激甚化・頻発化する自然災害
・気候変動と自然災害の激甚化・頻発化
・冬期災害や複合災害に対する防災力の強化
・災害時におけるライフラインの機能確保とリスク分散

競争力のある産業の育成と地域経済の発展
・競争力のある産業を育成し、我が国の経済成⾧に貢献
・再生可能エネルギーを活かしたGXとAI・DX産業への転換
・地理的・気候的な優位性を活かした産業振興

２０５０年カーボンニュートラルや自然共生等、地球環境を巡る世界的な潮流
・地球温暖化対策を先導する「ゼロカーボン北海道」の実現
・北海道の特性を活かした自然共生社会の形成の増加等
・資源を最大限に活用する循環型社会の形成

デジタルや新技術の急速な進歩と社会構造に変革をもたらすイノベーションの進展
・社会課題の解決やイノベーションの推進
・先端・デジタル技術の活用

暮らし方・働き方の変化や国民の価値観・ニーズの多様化
・北海道が先導する多様な暮らし方・働き方を支える地域づくり
・安心・安全な移動環境の確保
・世界トップクラスの観光地域づくり

北海道の降雨量の変化

ピーク時人口と高齢化率比較（北海道、全国）

出典：総務省「国勢調査」、「人口推計」

国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和5年推計）(出生中位（死亡中位仮定）」

「日本の地域別将来推計人口（令和5年推計）(出生中位（死亡中位仮定）」

北海道の年別延べ宿泊者数の推移



重点目標１:活力ある持続可能な地域社会の形成

ＫＰＩ例主要取組例及び中⾧期の見通し例小目標例
居住誘導区域内人口割合が維持・増加している市
町村の割合

R６年12月 68.4%
→ 毎年度 66.6%以上

■コンパクト・プラス・ネットワークの深化
都市構造再編集中事業

〔残事業費33億円(R4年度評価時点)〕
【北海道白老町〔R9年度完成〕】

生活関連サービスが持続的に確保される人口
の確保に向けた都市機能等の誘導・集積

災害に強いネットワークとして必要な高規格道路
の未整備区間の整備完了率

令和５年度 ６%  
→  令和12年度 19%〔全国指標〕

■高規格道路の未整備区間の早期整備
北海道縦貫自動車道 七飯～大沼

〔残事業費733億円(R4年度評価時点)〕
【北海道七飯町～森町】

生産空間と都市部を結ぶ交通ネットワークの
整備

生活道路等における死傷事故抑止率
→ 令和１２年度３割抑止（令和６年度比）

〔全国指標〕

■生活道路等の人優先の歩行空間の規制
ゾーン30プラスの推進
【北海道内市町村】

誰もが安全・安心に移動し、生活できる環境
の形成

北海道の地域特性を踏まえ、人口減少に対応するため都市機能・生活機能を中心都市へ集約、広域交通ネットワークを
再構築し、観光・産業振興や雇用創出を進め、持続可能で誰もが安心して暮らせる地域社会を形成する。

期待されるストック効果 インフラマネジメントの方針を踏まえた取組
まちなかウォーカブル推進事業や水辺空間
整備、シーニックバイウェイ北海道、港湾
緑地のPPP活用にあたっては、国、地方公
共団体、民間事業者、地域住民が連携し、
一体的に推進している。具体的には、景観
形成や美化活動、歩行者中心の道路空間の
創出、グリーンインフラ導入などを組み合
わせ、地域資源を活かした公共空間の再構
築で観光・産業振興を推進している。

高規格道路の未整備区間の早期整備やスマート
インターチェンジの活用、鉄道駅やバスターミ
ナルなど交通結節点の機能強化、離島航路の維
持・確保の整備などで、広域的な交通ネット
ワークが強化され、人・モノの流れが円滑化し、
地域間交流や物流効率が向上する。これにより、
地域活性化や産業競争力の強化、災害時の代替
ルート確保による安全性向上が実現し、持続可
能な地域経済の発展を実現する。

交通事故抑止対策や歩行空間・自転車通行
帯の整備、無電柱化の推進にあたっては、
国、地方公共団体、交通事業者、地域住民
が連携し、一体的に推進している。具体的
には、歩道の設置、速度抑制策や通過交通
抑制、低コスト無電柱化手法の普及、多言
語対応の強化などを組み合わせ、誰もが安
全・安心に移動できる環境の形成を推進し
ている。通学路の交通安全対策

地方誘客の促進に向けた環境整備

道東自動車道
阿寒IC～釧路西IC

北海道型地域構造の概念

生産空間を確保するため、都市構造再編や交通
空白解消に向けた地域交通のリ・デザインを進
め、都市機能・生活サービスを集積し、利便性
を高め持続可能な生活圏を形成する。今後もコ
ンパクト・プラス・ネットワークと交通DXを
推進し、人口確保、地域経済活性化、生活サー
ビス・生産活動の持続的提供、生産空間との連
携・共存による雇用創出と資源循環を実現する。

生産空間

地方部の
市街地

圏域
中心都市

札幌都市圏 全国・世界

資源

価値

移住
観光

仕事

都市
機能

高次都市機能・生活機能を提供し、
北海道をけん引・下支えする

生活機能
サービス



重点目標２:強靱な国土が支える持続的で力強い経済社会

ＫＰＩ例主要取組例及び中⾧期の見通し例小目標例
国際競争拠点都市整備事業により国際競争力強
化のための基盤整備を実施している都市の主要
地区の地価の増加割合（令和６年度比）

令和６年度 ０
→  令和12年度 ０以上】〔全国指標〕

■大都市の国際競争力強化のための基盤整備
北5西2地区バスターミナル整備事業
【札幌市〔R12年度完成〕】

民間資金を活用した都市の国際競争力を
高める基盤の整備

気候変動を踏まえた洪水に対応（必要な流下能
力を確保）した国管理河川の整備完了率

令和５年度 34%
→  令和12年度 46%】

■水害対策の推進
気候変動の影響を考慮した河川整備計画の変更
石狩川（下流）水系流域治水プロジェクト等

激甚化・頻発化し、切迫する災害に対応
した「事前防災」の加速化・深化

第一次緊急輸送道路における常時観測が必要な
区間のCCTVカメラの設置完了率

令和５年度 29%
→  令和12年度 100%〔全国指標〕

■新技術を活用したインフラ管理を含めた災害対応
道路システムのDX による道路管理及び情報収集等
の体制強化対策

新技術等を活用した災害対策の効率・効
果の最大化

人口減少と災害リスクに対応し、北海道の資源を活かした競争力ある産業育成と防災・減災に資するインフラ整備を
推進し、経済安全保障や食料安全保障に貢献する強靱で持続可能な経済と国土を形成する。

北5西2地区バスターミナル整備事業に
より、都市再生緊急整備地域における
交通結節機能が強化され、公共交通の
利便性と都市の魅力が向上する。これ
により、民間都市開発の促進と国際競
争力の強化が進み、地域経済の活性化
と都市の持続的成⾧が進む。今後も協
働型都市再生を推進し、都市の魅力と
競争力を高める基盤整備を実現する。

期待されるストック効果 インフラマネジメントの方針を踏まえた取組
河川改修や砂防施設整備、港湾・空港
の防災拠点化、道路耐震化等を国・自
治体・民間・住民が連携し推進する。
具体的には、流域治水協議会、ハザー
ドマップの作成、防災訓練の実施、情
報精度向上、DX活用などを組み合わせ、
災害リスク低減と防災機能強化を推進
している。

道路システムDXや災害監視体制の構築
にあたり、国、地方公共団体、大学、民
間事業者が連携し推進する。具体的には、
CCTVカメラや潮位計の設置、ドローン
による遠隔監視、情報統合ビューアの導
入、AI解析による被災状況把握などを組
み合わせ、災害時の情報共有と応急対応
の迅速化を推進している。

次世代半導体工場の国内生産拠点に対
応した美々南通などの道路整備、空
港・港湾整備により、人流・物流アク
セスが改善する。これにより、投資促
進、雇用創出、産業集積が進み、経済
安全保障と地域経済の持続的な経済活
動を支える基盤を実現する。

北5西2地区バスターミナル整備事業

道路附属物点検の高度化

画像提供：Rapidus株式会社

次世代半導体工場周辺インフラの整備

北村遊水地事業（石狩川下流）



重点目標３:インフラ分野が先導するグリーン社会の実現

ＫＰＩ例主要取組例及び中⾧期の見通し例小目標例
流域環境の保全・創出のために、河川管理者
と連携・協働して取組を行う民間事業者の数

令和５年度 523団体
→  令和12年度 600団体〔全国指標〕

■あらゆる関係者による豊かな流域環境の保全・創出
釧路川総合水系環境整備事業〔残事業費21億円(H28年度評価時点)〕
【標茶町、鶴居村（R7ヌマオロ地区自然再生、幌呂地区自然再生）

〔R15度完成〕】

流域治水におけるグリーンイ
ンフラの活用推進

下水汚泥肥料利用率
令和５年度 15%

→  令和12年度 30%

■下水汚泥資源の肥料利用の推進
苫前町特定環境保全公共下水道事業
【苫前町〔R10年度完成〕】

建設リサイクルの高度化と下
水道資源の最大限の有効活用

港湾脱炭素化推進計画を作成済の港湾数
令和６年度 44港

→  令和12年度 100港〔全国指標〕

■広域的な資源循環ネットワークの強化
釧路港西港区国際物流ターミナル整備事業

〔残事業費89億円(R4年度評価時点)〕
【釧路市〔R9年度完成〕】

運輸、家庭・業務部門の脱炭
素化を支える基盤整備

北海道の再生可能エネルギーポテンシャルを最大限に活用し、脱炭素化を進めるとともに、グリーンインフラや
水平リサイクルによる循環型社会を構築し、インフラ整備を基盤に強靱で持続可能な国土と地域社会を形成する。

釧路川・天塩川・十勝川総合水系環境整備事
業などに取り組んだ結果、自然再生など水辺
空間の整備が進み、豊かな流域環境が保全・
創出される。これにより、地域の自然資本の
価値が向上し、観光や交流の場としての魅力
も高まり、地域経済の活性が進むなど生態系
ネットワーク形成に貢献した。今後も、河川
環境整備を推進し、歴史・文化・自然を生か
した魅力ある地域づくりを実現する。

期待されるストック効果 インフラマネジメントの方針を踏まえた取組
官民連携・分野横断によるグリーンインフラ
の活用推進や、石狩川・沙流川・鵡川・十勝
川などの総合水系環境整備事業の実施にあ
たっては、国、地方公共団体、民間企業、地
域住民など多くの関係者が連携し、河川・水
辺のハード整備と、生態系保全や利活用促進
などのソフト施策を一体的に活用することで、
環境価値と社会経済価値を両立する取組を推
進している。

釧路港西港区国際物流ターミナル整備事業に
取り組んだ結果、港湾の物流機能が強化され
るとともに、防波堤背後に藻場が創出され、
ブルーインフラの整備による生態系創出が実
現する。今後も、港湾におけるブルーインフ
ラの整備を継続することで環境共生型社会を
実現する。

公共下水道事業の実施にあたっては、国、地
方公共団体、民間事業者など多くの関係者が
連携し、下水道施設の整備などのハード対策
と、肥料利用の普及・案件形成、重金属分析
などのソフト施策を一体的に活用することで、
資源循環と環境負荷低減の取組を推進してい
る。釧路港島防波堤背後盛土

案件形成支援のイメージ

ヌマオロ地区の旧川を復元する取組
平取地区の水辺整備と利活用状況



重点目標４:戦略的･計画的な社会資本整備を支える基盤の強化

ＫＰＩ例主要取組例及び中⾧期の見通し例小目標例
北海道の市区町村のうち、効率的・効果的なイ
ンフラメンテナンスの取組を行っている地方公
共団体の割合

令和７年度 44%  →  令和12年度 100%

■広域・複数・多分野のインフラ施設を一体として
捉えた戦略的な維持管理

地域インフラ群再生戦略マネジメント等

広域・複数・多分野の施設を一体として捉え
た戦略的なインフラ管理の主流化

下水道事業を実施している地方公共団体のうち、
メンテナンスに関する上下水道DX技術
（ドローンによる下水道管路内調査手法等）
を導入している団体の割合

令和６年度 16%  →  令和9年度 100%

■新技術の活用により、インフラメンテナンスの
高度化・効率化を推進

石狩川流域下水道事業
【滝川市ほか〔R11年度完成〕】

インフラの効率的管理に資する新技術・情報
基盤の整備・活用

直轄工事における中小建設業者のICT施工の経
験割合

令和６年度 53%
→  令和12年度 60%】〔全国指標〕

■建設業・運輸業における業務従事者の
担い手の確保・処遇改善・働き方改革の推進

i-Construction2.0による自動施工技術を活用した
建設現場の効率化・省人化の推進

インフラを支える建設業や運輸業等の担い手
の確保・育成と生産性向上に向けた取組

社会資本整備の持続には地方公共団体の管理機能と担い手確保が不可欠であり、新技術やデータ活用で生産性を高め
北海道の自然環境や文化資源と調和したインフラ管理運用を推進し、強靱で持続可能な国土と地域社会を形成する。

地域インフラ群再生戦略
マネジメントにより、広
域・複数・多分野のイン
フラを一体的に捉えた効
率的な維持管理が進み、
老朽化対策の最適化やラ
イフサイクルコストの縮
減され、地方公共団体の
限られた人材・財源でも
持続可能なインフラサー
ビスを確保できる体制が
進む。今後も、地域イン
フラ群戦略マネジメント
の推進により、強靱で効
率的なインフラ管理を実
現する。

期待されるストック効果 インフラマネジメントの方針を踏まえた取組

i-Construction2.0の推進
やトラック運送業における
取引環境改善の実施にあ
たっては、国、地方公共団
体、建設業・運輸業界、民
間事業者など多くの関係者
が連携し、自動施工技術や
AI・自動運転技術の導入な
どのハード対策と能力評価
制度の普及、週休2日制の
導入、適正運賃確保などの
ソフト施策を一体的に活用
することで、担い手確保と
生産性向上を推進している。


